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公告第３２号 
南相馬市人事行政の運営等の状況 

 

南相馬市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成 18 年南相馬市条例第 234 号）第 6 条の
規定に基づき、人事行政の運営等の状況について公表します。 
 
平成 23 年 10 月 31 日 

 
南相馬市長 桜井 勝延 

１ 職員の任免及び職員数に関する状況 
（1）採用・退職者の状況 

区      分 人 数 

平成 22 年 4月 1日現在の職員数 849 

退職者数（H22.4.1～H23.3.31） 30 

退職者数（H23.4.1） 2 

採用者数（H22.4.2～H23.4.1） 12 

平成 23 年 4月 1日現在の職員数 829 

増  減  数 △20 

 
（2）職員数の状況 

職  員  数 
区 分 

部  門 
平成 22 年 平成 23 年 

対前年増減
数 

主な増減理由 

議  会 7 6 △1 退職不補充による減 

総  務 118 115 △3 〃 

税  務 36 36 0  

民  生 83 80 △3 退職不補充による減 

衛  生  59 57 △2 〃 

商  工 21 21 0 〃 

農林水産 32 30 △2 〃 

土  木 62 58 △4 〃 

一 般 行 政 部 門 

小  計 418 403 △15 〃 

教  育 127 124 △3 〃 
特 別 行 政 部 門 

小  計 127 124 △3 〃 

病  院 242 240 △2 〃 

水  道  17 17 0  

下 水 道 17 17 0  

そ の 他 28 28 0  

公 営 企 業 等 部 門 

小  計 304 302 △2 退職不補充による減 

合   計 849 829 △20  

※ 職員数は各年 4月 1日における地方公共団体定員管理調査報告値であり、一般職に属する職員数です。 
２ 職員の給与の状況 
（1）総括 
① 人件費の状況（普通会計1決算） 

区 分 
 

住民基本台帳人口 
（22 年度末） 

歳 出 額 
A 

実質収支 
 

人 件 費 
B 

人件費率 
B / A 

22 年度 70,516 人 27,743,750 千円 865,138 千円 4,556,207 千円 16.4 ％ 

② 職員給与費の状況（普通会計予算） 

給     与     費 
区 分 

 

職員数 

A 給  料 職員手当 期末勤勉手当 合 計  B 

一人当たりの給

与費 

B / A 

23 年度 526 人 2,181,921 千円 227,165千円 794,487 千円 3,203,573 千円 6,090 千円 

  ※ 給与費は当初予算に計上された額で、職員手当には退職手当及び子ども手当を含みません。 

                                                   

1 普通会計とは、全国各地方公共団体によって会計区分の範囲が異なり、財政状況などの比較が困難なことから、一定の基準で 

会計を区分しなおしたものです。南相馬市では、一般会計、育英資金貸付特別会計、亜炭鉱害復旧施設維持管理事業特別会計、

工場用地等整備事業特別会計、公共用地先行取得事業特別会計が該当します。 
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③ 給与抑制の状況 

区    分 内    容 削 減 期 間 

市長、教育長 
市 長 給料 50％減額 
教育長 給料 10％減額 

平成 22 年 2月 10 日～ 

議長、副議長及び議員 報酬 10％減額 平成 23 年 5月 1 日～ 

 
（2）職員の平均給与月額、初任給等の状況 
① 職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（23 年 4月 1日現在） 

区  分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 

一般行政職2 44 歳  5 月 344,097 円 372,713 円 

技能労務職 48 歳  0 月 328,727 円 345,882 円 

  ※ 「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、住居手当、時間外勤務手当などの諸手当 
   の額（期末・勤勉手当、退職手当を除く）を合計したものです。 
 

② 職員の初任給の基準（23 年 4 月 1日現在） 

南相馬市 県 
区    分 

初 任 給 2 年後の給料 初 任 給 2 年後の給料 

大 学 卒 175,100 円 188,900 円 175,100 円 188,900 円 
一般行政職 

高 校 卒 142,500 円 152,400 円 142,500 円 152,400 円 

技能労務職 高 校 卒 139,400 円 149,200 円 144,300 円 155,200 円 

 
③ 職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（23 年 4月 1日現在） 

区    分 経験年数 10 年 経験年数 15 年 経験年数 20 年 

大 学 卒 256,444 円 305,943 円 369,116 円 
一般行政職 

高 校 卒 該当無し 262,275 円 322,450 円 

技能労務職 高 校 卒 該当無し 245,500 円 285,003 円 

 
（3）一般行政職の級別職員数等の状況（23 年 4月 1日現在） 

区   分 標準的な職務内容   職員数 構成比 

1 級 主事 21 人  5.2 %  

2 級 副主査 52 人  12.8 %  

3 級 主査 115 人  28.3 %  

4 級 課長補佐、係長 146 人  35.9 %  

5 級 課長、主幹 38 人  9.4 %  

6 級 部次長、総括参事、参事 19 人  4.7 %  

7 級 部長、理事、事務局長 15 人  3.7 %  

 
（4）職員の手当の状況 
① 期末手当及び勤勉手当並びに退職手当の状況（23 年 4月 1日現在） 

期末手当・勤勉手当 退  職  手  当 

（支給割合） 
期末手当  2.55 月分 
勤勉手当  1.35 月分 

（支給率） 
勤続 20 年 
勤続 25 年 
勤続 35 年 
最高限度額 

自己都合 
23.50 月分 
33.50 月分 
47.50 月分 
59.28 月分 

勧奨・定年 
30.55 月分 
41.34 月分 
59.28 月分 
59.28 月分 

（加算措置の状況） 
職制上の段階、職務の級等による加算措置 
・役職加算 5 ～ 20 % その他の加算措置 定年前早期退職措置（2～20%加算） 

 

                                                   

2 一般行政職とは、地方公務員給与実態調査における区分で、「国の行政職俸給表の適用を受ける者に相当する職員（企業職員

を除く）」とされている職員で、一般職のうち税務職、保健職（保健師など）、福祉職（保育士など）、教育職（幼稚園教諭、指

導主事など）、技能労務職（運転手、土木作業員など）、医療職（医師、医療技師、看護師など）を除いた職員です。 
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② 特殊勤務手当の状況（23 年 4月 1日現在） 

手当の名称 具体的内容 支給対象職員 支給方法 手当額 

院長手当 病院勤務の院長 1 月 100,000 円・200,000 円 

副院長手当 病院勤務の副院長 1 月 50,000 円・100,000 円 

医学研究手当 病院勤務の医師 1 月 50,000～280,000 円 

手術手技手当 
手術手技に関わる①執刀医師、②補助
医師、③麻酔医師 

1 月 
診療報酬請求額の①

5/100②3/100③7/100 

特殊診療手当 
正規の勤務時間外に業務に従事した
医師 

1 時間 5,000 円 

医療職員の特殊
勤務手当 

出役手当 検診業務等に従事した医師 1 回 6,500 円 

行路死体を処理した職員 1 回 4,000 円 

行路病人を取扱った職員 1 回 300 円 
死体処理等に従
事する職員の特
殊勤務手当 

社会福祉施設等
に勤務する職員 

高松ホームに勤務し、死体を取扱った
職員 

1 回 500 円 

深夜における勤務時間が 4時間以上 1 回 3,300 円 

上記勤務時間が 2～4時間 1 回 2,900 円 
交代制夜間勤務
職員の特殊勤務
手当 

正規の勤務時間
による勤務を深
夜において行う
業務に従事した
職員 上記勤務時間が 2時間未満 1 回 2,000 円 

   

③ その他の手当の状況（23 年 4月 1日現在） 

手 当 名 支  給  内  容 

扶養手当 
 
 
 

扶養親族を扶養している職員に支給 
・配偶者          13,000 円 
・その他            6,500 円（配偶者なし）11,000 円 
・特定期間の加算      5,000 円 

住居手当 
 
 
 

（借家） 
・家賃額 20,500 円以下         家賃額－9,500 円 
・家賃額 20,500 円以上 52,500 円以下  (家賃額-20,500)×1/2＋11,000 円 
・家賃額 52,500 円以上         27,000 円 

通勤手当 
 
 
 

（交通機関利用者） 
・運賃相当額が 55,000 円以下については運賃相当額 
（交通用具使用者） 
・距離区分に応じて支給 

管理職手当 
管理、監督の職にある職員に一般行政職の主幹職で 40,800 円から部長職で
72,800 円を支給 

 
④ 特別職の報酬等の状況（23 年 4月 1日現在） 

区   分 給 料 月 額 等 

給料 
市長 
副市長 

1,000,000 円 
  790,000 円 

（減額後 500,000 円） 
※23 年 4月 25 日就任 

報酬 
議長 
副議長 
議員 

463,000 円 
406,000 円 
385,000 円 

（減額後 416,700 円）※23 年 5月 1日から 
（減額後 365,400 円）※23 年 5月 1日から 
（減額後 346,500 円）※23 年 5月 1日から 

市長 
副市長 

2.90 月分（役職加算 20%） 

期末手当 議長 
副議長 
議員 

2.90 月分（役職加算 20%） 

退職手当 
 
市長 
 

（算定方法） 
（減額後 500,000 円）×在職月数×0.50 

 

（支給時期） 
 （任期毎） 
 

 
  ⑤ 給与の分析について 
   南相馬市における職員給与については、国・県の給与に準拠しながら支給されておりますが、給与の水準

については国家公務員の構成を基準として、学歴別、経験年数別に平均給与額を比較し、国家公務員の給与
を１００とした場合の地方公務員との給与水準をラスパイレス指数として数値により示しており、国と同じ
水準であれば１００で、国より高い場合は１００を超え、低い場合は１００未満となります。 

   南相馬市においては９９．１（平成２２年４月１日現在）となっており、県内１３市の平均値の９９．９
に比較し、低い数値となっていることから、今後も引き続き適正な給与制度の運用を図って参ります。 
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３ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 
（1）一般職員の勤務時間の状況 

1 週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻 休憩時間 

38 時間 45 分 8 時 30 分 17 時 15 分 12 時 00 分～13 時 00 分 
 

（2）休暇及び休業制度の概要 

区    分 種      類 内     容 

年次有給休暇  1 暦年 20 日 

病気又は負傷のための休暇 
負傷又は疾病のための休暇（成人病及び精神疾
患の場合は 180 日） 

90 日 

療養休暇 
結核性疾患により長期の療養を要する場合の休
暇 

2 年 

特別休暇 選挙権の行使、結婚、出産等規則で定める休暇 休暇毎に定められた日数 

介護休暇 配偶者等家族の介護のための休暇（無給） 6 月 

育児休業 子の養育を目的としたもの（無給） 子が 3歳に達するまでの期間 

部分休業 育児休業と同様の趣旨（1日 2時間以内） 小学校就学始期までの期間 

自己啓発等休業 
自発的な大学等課程の履修又は国際貢献活動の
ための休業（無給） 

3 年以内 

 
４ 職員の分限及び懲戒の状況 
（1）分限処分者数（21 年度） 

区    分 免 職 休 職 降 任 降 給 合 計 

勤務成績が良くない場合 0 0 0 0 0 

心身の故障の場合 0 5 0 0 5 

職務に必要な適格性を欠く場合 0 0 0 0 0 

職制、定数の改廃、予算の減少による過員を生じた場合 0 0 0 0 0 

刑事事件に関し起訴された場合 0 0 0 0 0 

条例で定める事由による場合 0 0 0 0 0 

合   計 0 5 0 0 5 

（2）懲戒処分者数（21 年度） 
区    分 免 職 停 職 減 給 戒 告 合 計 

交通事故及び交通違反 0 0 1 0 1 

上記以外 0 0 0 0 0 
 
５ 職員の服務の状況 
  職員は、全体の奉仕者として公共の利益のために勤務し、かつ、職務の遂行に当っては、全力を挙げてこれ 
に専念しなければなりません。また、職員には、法令及び上司の職務上の命令に従うという義務、信用失墜行
為の禁止、秘密を守る義務、職務に専念する義務、さらには、政治的行為の制限等に関する規定の遵守が求め
られています。 
（1）営利企業等の従事制限 

地方公務員法第 38 条第 1項の規定により、職員は、市長の許可を受けなければ、営利企業等に従事する
ことができません。（次の基準を満たしている場合は許可） 

    ・営利企業等に従事しても職務上、能率の低下をきたすおそれがない場合。 
    ・職員の職と特別な利害関係を生じるおそれがなく、かつ、その他の公正を妨げるおそれがない場合。 
    ・職務の信用を傷つけるおそれがなく、職員の職全体の不名誉となるおそれがない場合。 
（2）他の団体への事務従事 

南相馬市職員服務規程第 24 条の規定により、職員が、国、県、他の地方公共団体その他公共的団体の事
務に従事する場合においても市長の承認を得ることとしています。 

 
６ 職員の研修の状況 
  職員には、勤務能率の向上及び増進のために研修を受ける機会が与えられています。 

平成 23 年度は、東日本大震災の復旧・復興の関係から必要最低限の業務研修を実施しています。 
 
７ 職員の福祉及び利益の保護の状況 
   職員の安全と健康を保持し、快適な職場環境を形成するために、安全衛生委員会の運営を行っています。 
   また、事業者の責任として、職員の健康管理状態を把握し、健康被害や疾病の早期発見を行うため、健康

相談、定期健康診断等を実施しています。 
 
８ 勤務条件に関する措置の要求の状況（22 年度） 
   事案なし 
 
９ 不利益処分に関する不服申し立ての状況（22 年度） 
   事案なし 


